
建築工事届・建築確認・準都市計画（景観地区・特
定用途制限地域）に関することなど

大まかな各種土地利用規制の区域を知りたいとき、
ニセコ町景観条例や土地の取引に関することなど

地域森林計画の対象となっている民有林の立木の伐
採など森林地域に関することなど

埋蔵文化財包蔵地に関することなど
※教育委員会町民学習課は「総合体育館」内

○

○

○

自然公園地域（国立公園・国定公園）に関すること
など

○

農業振興地域や農用地など農地の土地利用に関する
ことなど

○

○

●お問い合わせ：ニセコ町役場
〒048-1595 北海道虻田郡ニセコ町字富士見47番地　TEL0136-44-2121　FAX0136-44-3500
ニセコ町ホームページ　　　　h t t p : / / w w w . t o w n . n i s e k o . h o k k a i d o . j p /

企画環境課 経営企画係

農政課・農業委員会

農政課　林業再生係

商工観光課 商工観光係

教育委員会 町民学習課
TEL0136-44-2034（直通）

工事着手

ニセコ町 企画課 経営企画係

ニセコ町 建設課 建築係・都市計画係

認定証の交付 確認済証の交付

町の審査 北海道の審査

受　理 受　理

確認申請書の提出認定申請書の提出

計画認定申請
（景観法第63条）

建築確認申請
（建築基準法第6条）

※1

30日以内
35日
（最大延長70日）

町との事前協議
（ニセコ町景観条例第28条）

事前協議 事前協議を必要とする
開発事業の場合

※1:法第6条の2による申請は手続きの流れが異なります。

　景観地区（=準都市計画区域）内で建物や工作物を建てようとする場合は、工事を着工する前に

建築確認申請の手続きと景観地区の計画認定申請の手続きが必要となります。

　尚、ニセコ町景観条例に基づいて協議を必要とする開発事業については、申請手続きの前に協議

を行っていただく必要があります。

建築確認と計画認定の申請が必要です！！

羊蹄山

昆布岳

国道５号

尻別川 JRニセコ駅

ニセコアンヌプリ

詳しくは、各担当課窓口

までお問い合わせ下さい。

（裏面参照）

　農業振興地域内の農用地は、農業以外の目的で利用
することはできません。

　地域森林計画の対象となっている民有林の立木を伐
採するには、事前に伐採届が必要です。

　自然公園地域では、普通地域：■や第三種特別地域
：■ごとに、高さ、建ぺい率、容積率、色彩等につい
ての規制があり、行為の内容により届出、許可が必要
となります。

　町内には埋蔵文化財の包蔵地がありますので、建築
・土木工事を計画した場合は教育委員会でご確認くだ
さい。

10,000㎡以上の土地取引を行った場合は、土地取得者
は北海道知事への届出が必要です。

　町内で「開発事業」（高さ10ｍを超える建築物、一定規模を超える土地開発な
ど）を実施する場合には、ニセコ町との事前協議が必要となります。

　準都市計画区域では、建ぺい率や容積率等の規定のほか、特定用途制限地域・
景観地区の指定により、建てられない用途の建築物や工作物があるとともに、建
築物の形態意匠や高さ等に制限があります。
　（※詳しくは中のページをご覧下さい。）

　町内で、10㎡を超える建築物の建築や解体工事を行う場合は、北海道知事への届出が必要となります。
また、準都市計画区域：□やニセコ町市街地：□では、全ての新築と延べ床面積10㎡を超える増築、改築、移転を行う
場合は、建築確認申請が必要となります。
この外の地域では、特定の用途や一定の規模を超えた建築物の建築を行う場合は、建築確認申請が必要となります。

● 建築工事届・建築確認：ニセコ町全域

● ニセコ町景観条例：ニセコ町全域

● 準都市計画区域（特定用途制限地域・景観地区）：□

● 農業地域･農用地：ニセコ町内の各地に分布

● 自然公園地域：□

● 森 林 地 域：ニセコ町内の各地に分布

● 埋蔵文化財包蔵地：ニセコ町内の各地に分布

● 土地取引の届出：ニセコ町全域

ニセコ町で建築物の建築や工作物の建
設をお考えの方は、これらの規制にご
注意下さい！！

【ニセコ町における各種規制等】

ニセコ町で建築をお考えの皆さまへ

　ニセコ町では、ニセコ町の自然環境及び良好な景観、田園環境を積極的に保全していくことを目的

に、ニセコ準都市計画の指定及び、景観地区、特定用途制限地域の都市計画を決定しています。

ニセコ準都市計画
景観地区・特定用途制限地域
ニセコ準都市計画
景観地区・特定用途制限地域

都市建設課 建築係・都市計画係



マージャン屋、ぱちんこ屋その他これらに類する
もの
キャバレー、ダンスホールその他これらに類する
もの（ただし、宿泊施設に附属する施設は除く）
個室付浴場業に係る公衆浴場その他これに類する
もの
カラオケボックスその他これに類するもの（ただ
し、宿泊施設に附属する施設は除く）
危険物の貯蔵又は処理の用に供するもの

原動機を使用する工場で作業場の床面積の合計が
500平方メートルを超えるもの
危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場
（ただし、せっけん、手すき紙、ガラス、瓦等の
製造などは除く）

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

危険性や環境を著しく悪化させるおそれがある工場

産業廃棄物処理施設

ガソリンスタンド及び自動車液化石油ガススタンド
の給油所
倉庫業を営む倉庫

ゴルフ練習場

クラッシャープラント、コンクリートプラント、ア
スファルトプラントその他これらに類するもの
観覧車、コースター、ウォーターシュートその他こ
れらに類する遊戯施設（ただし、屋内施設は除く）

 8.

 9.

10.

11.

12.

13.

14.

特定用途制限地域（準都市計画区域）内では以下の用途の建築物や工作物を建てることはできません。

● 建てることのできない建物・工作物（特定用途制限地域規定）

♪

建物を建てる場合は、３３０㎡以上の敷地面積がなければなりません。
ただし、景観地区施行以前からある３３０㎡に満たない敷地をそのまま使
用する場合に限り建物を建てることができます。
他の土地を含めて３３０㎡に満たない場合は建てることはできません。

● 敷地面積の制限（景観地区規定）

250㎡

250㎡ そのまま使用 →　○建てられます

→　○建てられます

→　×建てられません

土地を足して
３３０㎡以上

土地を足して
３３０㎡未満

250㎡ +80㎡

+50㎡250㎡

従前から
ある土地

景観地区
施行後

●道道・町道：道道・町道からは５ｍ以上後退して下さい。

●その他の道路や隣地：その他の道路や隣地からは３ｍ以上後退し
　　　　　　　　　　　　　て下さい。（小規模な物置等は構いません）

● 壁面や工作物の位置の制限（景観地区規定）

20％

1ha

1:1

HOTEL

建物

1

1

1

20ｍ

20ｍ

特例条件
25ｍ以下

原則
15ｍ
以下

1.25

1.25

1

隣地からの高さの制限
（建築基準法第56条）

道路からの高さの制限
（建築基準法第56条）

道路

隣地境界

L' L '

①建物がホテルや旅館である

②建物の高さと同じ距離だけ道
　道・町道から離れている

③10,000㎡以上の許可を受けた
　開発行為区域内に敷地がある

④敷地内に２０％以上の緑化を
　行っている

●高さの特例

● 高さの制限（景観地区規定）

建物や工作物の高さは１５ｍを超えて建てることはできません。

以下の条件を全て満たした場合は、特例として
２５ｍまで認められます。

敷地は330㎡以上 ５ｍ以上後退

３ｍ以上後退

傾斜屋根に

外観は
けばけばしく
ない色彩に

建物の高さは
１５ｍ以下に

道道・町道

10Ｒ ６／３
色相 明度 彩度

表示例

● マンセル表色系とは？
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色相=10R 色相がＲで

（彩度が８を超える）

（彩度が10を超える）

明度

彩度

明るい

暗い

落ち着いた 鮮やか

屋根色で使用
の制限を受け
る色彩範囲

外壁色及び工
作物色で使用
の制限を受け
る色彩範囲

色を定量的に表す国際標準の色票
で、色彩を色の三属性（色相、明
度、彩度）によって表現します。

屋根色の彩度

10 8 6 6 4

　 外壁色 及び
工作物色の彩度

8 8 6 4 4

の色相
左記以外マンセル表色系

による色相 Ｒ（赤） ＹＲ（黄赤） Ｙ（黄） Ｂ（青）

×

色相・明度・彩度の３つの属性で
表示された「マンセル表色系」に
おいて、彩度の値が一定の値より
も高い色をけばけばしい色として
います。
けばけばしい色の彩度の値は、色
相ごとに異なります。

● けばけばしい色とは？

けばけばしい色の使用面積は、
各立面の1/10を超えてはいけま
せん。

下表の彩度の値を超える色彩がけばけばしい色となります。

● 外観の色彩（景観地区規定）

10
3

屋根形状は、勾配が3/10の傾斜屋根とす
るように務めてください。（努力規定）

● 屋根の形状（景観地区規定）

3,000㎡以上 の開発行為を行う場
合は３％の緑地の外に７％以上の
緑化を行う必要があります。

● 開発行為の緑化（景観地区規定）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

敷地

4ｍ以上 2ｍ以上

建物を建てようとする敷地は、

幅員４ｍ以上の道路に２ｍ以上
接している必要があります。

3,000㎡以上 の開発行為を行う
場合は許可申請が必要となりま
す。

● 接道義務（建築基準法第43条） ● 開発行為（都市計画法第29条）

● 容積率・建ぺい率（建築基準法第52条・53条）

● 建ぺい率：建築面積(a)の敷地面積に対する割合は５０％以内です。

● 容 積 率：延べ床面積(a+b+c+d)の敷地面積に対する割合は２００％以内です。

準都市計画区域（景観地区・特定用途制限地域）内で建物などを建てるときは以下のルールが適用されます。準都市計画区域（景観地区・特定用途制限地域）内で建物などを建てるときは以下のルールが適用されます。
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